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2.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法　　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法　　　　　　建物、構築物、車輌運搬具、器具及び備品…定額法

（3）引当金の計上基準　　　　　　　　　　該当なし

4.法人で採用する退職給付制度
退職給付制度は、住友生命保険相互会社確定給付企業年金を導入している。

5.法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（1）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

（2）当法人では、社会福祉事業のみを行っているため事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号

第二様式、第三号第二様式）は省略している。

（3）当法人では、社会福祉事業を１つの拠点で行っているため社会福祉事業における拠点区分別内

訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）は省略している。

（4）当法人では、公益事業と収益事業を行っていないため公益事業、収益事業における拠点区分別

内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）は作成していない。

（5）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　ア.　こくらの郷拠点　（社会福祉事業）

　　　　　「特別養護老人ホームこくらの郷」

　　　　　「こくらの郷ショートステイサービス」

　　　　　「こくらの郷デイサービスセンター」

　　　　　「本部」

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

6.基本財産の増減の内容及び金額

土地 47,747,389 0 0 47,747,389

建物 438,213,588 0 17,098,878 421,114,710

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

　 合 計 　 486,960,977 0 17,098,878 469,862,099

7.会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積
立金の取崩し
該当なし

8.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地・建物（基本財産） 545,600,000 円

計 545,600,000 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む） 176,854,000 円

計 176,854,000 円

9.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高



1 社会福祉法人　松寿会

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

基本財産建物 657,649,188 236,534,478 421,114,710

普通財産建物 414,045,818 317,944,575 96,101,243

構築物 37,824,466 33,969,578 3,854,888

車輌運搬具 15,799,287 15,799,279 8

器具及び備品 62,040,240 58,378,579 3,661,661

ソフトウェア 1,862,600 1,298,423 564,177

権利 115,762 0 115,762

施設整備等積立資産 76,000,000 0 76,000,000

　 合 計 　 1,265,337,361 663,924,912 601,412,449

該当なし

10.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

11.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。
(単位：円)

種類 法人等の

名称

住所 資産総額 事業の

内容

又は職業

議決権の

所有割合

関係内容

役員の

兼務等

事業上の

関係

取引の

内容

取引金額 科目 期末残高

12.関連当事者との取引の内容

該当なし 0 0 0

13.重要な偶発債務
重要な偶発債務については、記載すべき事項はない。

14.重要な後発事象
重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

15.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
特になし


